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【令和２年３月改正】富山市議会政務活動費の運用指針（手引き）新旧対照表 

※改正事由について…①領収書の特例の追加、②第三者機関の休止に伴う改正、

③閲覧開始日の変更に伴う改正、④軽微な文言の改正

改正前の

ページ
改 正 前 改 正 後

改正

事由

目次－１ ５ 政務活動費の審査に係る第三者機関

（１）設置主体

（２）審査会の構成

（３）費用負担

（４）実施方法

（５）審査業務の概要

（削 除）

②

目次－１ （３） 第三者機関の事前承認を得るいと

まがない（急を要する）政務活動実施

における事務手続き

（３）事前承認を得るいとまがない（急

を要する）政務活動実施における事務

手続き

②

目次－３ ２ 収支報告書等の提出

（１） 提出方法

（２） 提出期限

（３） 議長（事務局）による審査

（４） 第三者機関による審査等

２ 収支報告書等の提出

（１） 提出方法

（２） 提出期限

（３） 議長（事務局）による審査

《参考》政務活動費の審査に係る第三者

機関について（平成２９年６月設置、

平成３１年４月から休止）

１ 概要

２ 第三者機関が運用された場合の

「新・運用指針に基づく政務活動実施

及び政務活動費執行（充当）フロー」

②

Ｐ４ ⑥収支報告書等の提出（条例第９条）【様

式第７号】

会派の代表者は、収支報告書、証拠書

類等について、会派内審査、第三者機関

審査を経たのち、交付を受けた年度の翌

年度の 4月 30日までに収支報告書等を議
長に提出しなければならない。

⑥収支報告書等の提出（条例第９条）【様

式第７号】

会派の代表者は、収支報告書、証拠書

類等について、会派内審査を経たのち、

交付を受けた年度の翌年度の 4月 30日ま
でに収支報告書等を議長に提出しなけれ

ばならない。

②
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Ｐ４ イ 何人も、保存書類の閲覧を請求するこ

とができる。

 (閲覧は、収支報告書等を提出すべき期間
の末日の翌日から起算して、６０日を経

過

する日の翌日から行うことができる。) 

イ 何人も、保存書類の閲覧を請求するこ

とができる。

 (閲覧は、収支報告書等を提出すべき期間
の末日の翌日から起算して、収支報告書

にあっては３０日、証拠書類にあっては

９０日を経過する日の翌日から行うこと

ができる。) 

③

Ｐ７ ① 申請者による自己審査       

② 会派による自律的、組織的な審査  

③ 第三者機関による外部の視点での審査

《必要に応じ、議長(事務局)協議》

① 申請者による自己審査       

② 会派による自律的、組織的な審査 

②

Ｐ７ 支出決定者(代表者)による会派内での事
後審査

↓

第三者機関による事後審査・支出承認

         ↓

支出決定者(代表者)による会派内での事
後審査

↓ 

②

Ｐ７ 事務局による会計帳簿、証拠書類等の定期

審査及び年度終了後の議長提出書類の審査

事務局による会計帳簿、証拠書類等の定期

審査及び年度終了後の議長提出書類の審査

※各会派が共同で設置していた第三者機

関は、平成３１年４月から休止。

②

Ｐ８ ５ 政務活動費の審査に係る第三者機関

（１）設置主体

各会派による共同設置とする。

（２）審査会の構成

公認会計士等の３名で構成する。

（３）費用負担

各会派が、その所属議員数に応じて按

分した額を負担する。

（４）実施方法

各会派の代表者の連名により、政務活

動費の審査業務に係る委託契約を締結す

る。

（５）審査業務の概要

詳細な業務は、契約仕様書の中におい

て定めるものとする。

（Ｐ８を削除し、指針の最後に参考とし

て掲載）

②
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ア 週間業務

各会派の会派内で事前審査済みの事業

や購入等(以下「事業等」という。)の計画
及び執行に対し、週に１回

① 実施前の事業等について実施の適否

の「事前審査」を行い、基準に適合する

場合は、承認(修正指示等を含む。)を行う。
② その週に実施済みの事業等について

「事後審査」を行い、基準に適合する場

合に、支出承認(修正指示等を含む。)を行
う。

イ 例月業務

各会派の政務活動費に関し、例月の出

納状況を包括的に監査する。

Ｐ９ 政務活動費を充当する事業の実施にあた

っては、事業内容や購入内容等の決定に

ついて、議員個人の判断のみによること

なく、会派として意思統一がなされ、組

織的、自律的に決定するとともに、第三

者機関による審査及び承認を得て行うこ

とで、より適正かつ厳格な運用が可能と

なる。

政務活動費を充当する事業の実施にあた

っては、事業内容や購入内容等の決定に

ついて、議員個人の判断のみによること

なく、会派として意思統一がなされ、組

織的、自律的に決定することで、より適

正かつ厳格な運用が可能となる。

②

Ｐ９ このため、次の例にならい、会派内決

裁ラインをあらかじめ定めておくことと

する。この決裁が済んでいることが、第

三者機関及び事務局による審査の前提要

件となる。

このため、次の例にならい、会派内決

裁ラインをあらかじめ定めておくことと

する。

②

Ｐ９ 実施された事業等が、事前手続きによ

り承認された事業内容及び金額の範囲内

で実施されたか、事前承認の内容と実施

内容及び金額等が異なる場合、条例、規

則、この手引き及び目的等に反していな

いか、など、政務活動費の執行上のルー

ルを逸脱していないことを確認し、事後

承認のための会派における意思決定(決
裁)する体制を整える必要がある。

実施された事業等が、事前手続きによ

り承認された事業内容及び金額の範囲内

で実施されたか、事前承認の内容と実施

内容及び金額等が異なる場合、条例、規

則、この手引き及び目的等に反していな

いか、など、政務活動費の執行上のルー

ルを逸脱していないことを確認し、事後

承認のための会派における意思決定(決
裁)する体制を整える必要がある。

②
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この決裁が済んでいることが、第三者

機関及び事務局による定期審査の前提要

件となる。

この決裁が済んでいることが、事務局

による定期審査の前提要件となる。

Ｐ９ （１）（２）のイメージ中 （１）（２）のイメージ中 ② 

第三者機関 

責任者

⑤支出決定者

(会派代表者)

 承認印 押印 

⑤支出決定者

(会派代表者)

押印 

Ｐ１０ （３）第三者機関の事前承認を得るいと

まがない（急を要する）政務活動実施に

おける事務手続き

 政務活動の実施を決定するにあたって

は、会派内での事前に計画・承認の手続

きが必要であるが、第三者機関の事前審

査の結果を待っていては、政務調査活動

の目的を達成することができず、調査時

期、機会等を逸してしまうと認められる

場合は、第三者機関による審査結果を待

つことなく、次の要領で手続きを簡略化

することができることとする。

ア 事前審査は会派内審査のみとし、第

三者機関及び議長（事務局）へは届出の

みで実施可能とする。

イ 会派内においては、可能な限り、通

常の書類等による事前審査とするが、そ

のいとまがない場合ほど緊急を要する場

合は、会派における会長等の役員への口

頭了承でのみ実施することができるもの

とする。

この場合、議員個人の活動でないことを

証するため、会派内で口頭了承を行った

旨の経緯書を作成し、会派代表者又は経

理責任者が押印の上、後日審査書に添付

することとする。

（３）事前承認を得るいとまがない（急

を要する）政務活動実施における事務手

続き

政務活動の実施を決定するにあたって

は、会派内での事前に計画・承認の手続

きが必要であるが、通常の書類等による

事前審査を受けるいとまがない場合な

ど、それを待っていては、政務調査活動

の目的を達成することができず、調査時

期、機会等を逸してしまうと認められる

場合は、次の要領で手続きを簡略化する

ことができることとする。

ア 会派内においては、可能な限り、通

常の書類等による事前審査とするが、そ

のいとまがない場合など緊急を要する場

合は、会派における会長等の役員への口

頭了承でのみ実施することができるもの

とする。

この場合、議員個人の活動でないことを

証するため、会派内で口頭了承を行った

旨の経緯書を作成し、会派代表者又は経

理責任者が押印の上、後日審査書に添付

することとする。

②

④
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ウ 当該政務活動実施後、正規の手続き

による事後承認（会派及び第三者機関の

承認並びに事務局との協議）により、政

務活動費の充当できる額を正式に決定す

る。

この場合、既に立替えた額又は想定した

額に対し、１００％の額の支出が認めら

れるとは限らないこともある。

イ 当該政務活動実施後、正規の手続き

による事後承認により、政務活動費の充

当できる額を正式に決定する。

この場合、既に立替えた額又は想定した

額に対し、１００％の額の支出が認めら

れるとは限らないこともある。

Ｐ１０ ・会派職員の人件費

・第三者機関の業務委託料

・会派職員の人件費 ②

Ｐ１１ 新・運用指針に基づく政務活動費実施及

び政務活動費執行（充当）フロー

（第三者機関の休止に伴い、第三者機関

を除いたフローに変更）

②

Ｐ２０ その他 

政務活動費《事前》審査書、【事後】審

査書の決裁の段階で、会派又は第三者機

関から添付や説明を求められるもの 

その他 

政務活動費《事前》審査書、【事後】審

査書の決裁の段階で、会派から添付や説

明を求められるもの

②

Ｐ２２ （６）海外視察旅費の支出について

原則として、支出を認めないこととする。

ただし、政務活動として、海外への調査

研究活動が必要であると特に判断される

場合は、その都度、各派代表者会議で決

定の上、第三者機関との協議により、支

出することができる。

（６）海外視察旅費の支出について

原則として、支出を認めないこととする。

ただし、政務活動として、海外への調査

研究活動が必要であると特に判断される

場合は、その都度、各派代表者会議で決

定の上、支出することができる。

②

Ｐ２３ （３）事前手続き

市外で行われる研究会に参加するため旅

費の支出を要する場合は、調査等「実施

計画書」「旅費計算書」「主催者発行の実

施要綱（研究会の内容がわかる文書）」等

を揃えて会派及び第三者機関の決裁を得

る。

（３）事前手続き

市外で行われる研究会に参加するため旅

費の支出を要する場合は、調査等「実施

計画書」「旅費計算書」「主催者発行の実

施要綱（研究会の内容がわかる文書）」等

を揃えて会派の決裁を得る。

②

Ｐ２３ （４）事後手続き、調査等報告書

旅行完了後速やかに、調査等「実績報告

書」等を揃えて会派、第三者機関決裁を

得る。

（４）事後手続き、調査等報告書

旅行完了後速やかに、調査等「実績報告

書」等を揃えて会派決裁を得る。

「調査研究報告書」には、研究の目的を

②
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「調査研究報告書」には、研究の目的を

どのように達成し、成果を得たか等につ

いて詳細に記載する。「意見交換を行っ

た」場合、その内容についても記載する。

どのように達成し、成果を得たか等につ

いて詳細に記載する。「意見交換を行っ

た」場合、その内容についても記載する。

Ｐ２５ （３）事前手続き

研修会「実施計画書」「旅費計算書」「主

催者送付の実施要綱（研修会の内容がわ

かる文書）」等を揃えて、会派及び第三者

機関の承認を得る。

（３）事前手続き

研修会「実施計画書」「旅費計算書」「主

催者送付の実施要綱（研修会の内容がわ

かる文書）」等を揃えて、会派の承認を得

る。

②

Ｐ２７ （３）市政報告等の取扱い、記載内容に

よる政務活動費を充当額する基準

（３）市政報告等の取扱い、記載内容に

よる政務活動費を充当する基準

④

Ｐ２７ ３ 手続的基準

実施計画書による事前承認及び実績報告

書による会派及び第三者機関の事後審査

で、前記１、２の基準により審査・承認

を、支出の条件とする。

３ 手続的基準

実施計画書による事前承認及び実績報告

書による会派の事後審査で、前記１、２

の基準による審査・承認を、支出の条件

とする。

④

Ｐ２８ （１）事前手続き

要請・陳情活動「実施計画書」「旅費計算

書」「要請書等の写」等を揃えて、会派内、

第三者機関の承認を得る。

（１）事前手続き

要請・陳情活動「実施計画書」「旅費計算

書」「要請書等の写」等を揃えて、会派内

の承認を得る。

②

Ｐ２８ （２）事後手続き、報告書

要請・陳情活動「実績報告書」を作成し、

会派及び第三者機関の承認を得る。「実績

報告書」には、要請等の目的や内容等や

要請等を実施した際に感じられた実現可

能性の所感などを可能な限り、詳細に記

載する。

（２）事後手続き、報告書

要請・陳情活動「実績報告書」を作成し、

会派の承認を得る。「実績報告書」には、

要請等の目的や内容等や要請等を実施し

た際に感じられた実現可能性の所感など

を可能な限り、詳細に記載する。

②

Ｐ３４ 【雇用条件等】

・賃金等の雇用条件は、業務内容を鑑み

て、社会通念上の範囲内とし、関係法

令を遵守し、会派の責任で雇用条件を

定める。

【雇用条件等】

・賃金等の雇用条件は、業務内容に鑑み

て、社会通念上の範囲内とし、関係法

令を遵守し、会派の責任で雇用条件を

定める。

④
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Ｐ３５ ・固定電話使用料（会派控室使用分のみ。

自宅分不可）

・第三者機関への審査業務委託費

・固定電話使用料（会派控室使用分のみ。

自宅分不可）

②

Ｐ３５ 【備品の導入・管理・処分】

 後記第３章「会計費目別支給基準運用

基準」の「５ 備品費」「６ 消耗品費」

等を参照。

【備品の導入・管理・処分】

 後記第３章「会計費目別支給基準運用

基準」の「４ 備品費」「５ 消耗品費」

等を参照。

④

Ｐ４８ イ スーパー、コンビニエンスストアな

ど、通常取引ではレシートのみ発行さ

れる販売店の場合でも、可能な限り領

収書を発行してもらい、ただし書きに

商品名が記載されない場合は、商品名

が印字されていたレシートを明細書と

して添付する。

※感熱紙のものについては、時間の経過

による劣化に備え、写しを取り、原本

と一緒に保存する。

イ スーパー、コンビニエンスストアな

ど、通常取引ではレシートのみ発行さ

れる販売店の場合でも、可能な限り領

収書を発行してもらい、ただし書きに

商品名が記載されない場合は、商品名

が印字されていたレシートを明細書と

して添付する。

※感熱紙のものについては、時間の経過

による劣化に備え、写しを取り、原本

と一緒に保存する。

ウ 鉄道賃について、みどりの窓口で２

人以上の分を１枚の領収書にまとめた

場合、領収書の原本を貼付する議員に

ついては、貼付用紙（様式 14）の余白
部分に内訳（議員名及び各々の額）を

記入し、原本を貼付しない議員につい

ては、貼付用紙（様式 14）に写しを貼
付し、内訳を記入したうえで、写しで

ある旨と原本の所在を記入する。

①

Ｐ４９ ・「会派及び議員名」（例：富山市議会○

○会派（□□議員）

…特定の議員が、専用使用・消費する経

費又は特定の議員が市政報告会の講師と

なる開催経費の場合等。(会派の共用物品
等を立替えた場合を含む。) 

・「会派及び議員名」（例：富山市議会○

○会派（□□議員）

…特定の議員が、専用使用・消費する経

費又は特定の議員が市政報告会の講師と

なる開催経費の場合等。(会派の共用物品
等を立替えた場合を含む。) 
※ただし、２人以上で鉄道賃をみどりの

窓口で一括して購入する場合に限り、会

派名のみの記載でもよい。

①
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Ｐ５１ ただし、検品など履行が確認なされる前

の取引事業者等への支払を行ってはなら

ない。

ただし、検品など履行が確認される前の

取引事業者等への支払を行ってはならな

い。

④

Ｐ５２ （４）第三者機関による審査等

会派は、第三者機関による審査を経て、

収支報告書等を議長に提出するものとす

る。

 第三者機関は、当該審査において、必

要があると認めるときは、議長（事務局）

と協議するものとする。

（削除）

②

巻末 （参考）政務活動費の審査に係る第三者

機関について（平成２９年６月設置、平

成３１年４月から休止）

１ 概要

（１）設置主体

各会派による共同設置とする。

（２）審査会の構成

公認会計士等の３名で構成する。

（３）費用負担

各会派が、その所属議員数に応じて按分

した額を負担する。

（４）実施方法

各会派の代表者の連名により、政務活動

費の審査業務に係る委託契約を締結す

る。

（５）審査業務の概要

詳細な業務は、契約仕様書の中において

定めるものとする。

ア 週間業務

各会派の会派内で事前審査済みの事業や

購入等(以下「事業等」という。)の計画及
び執行に対し、週に１回

① 実施前の事業等について実施の適否

の「事前審査」を行い、基準に適合する

場合は、承認(修正指示等を含む。)を行う。
② その週に実施済みの事業等について

「事後審査」を行い、基準に適合する場

②
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合に、支出承認(修正指示等を含む。)を行
う。

イ 例月業務

 各会派の政務活動費に関し、例月の出

納状況を包括的に監査する。

２ 第三者機関が運用された場合の

「新・運用指針に基づく政務活動実施及

び政務活動費執行（充当）フロー」

   次ページ参照

＜審査フローを追加＞


